
わ 市町村が、保育の必要性・量、優先的利用確保（母子家庭  

※ 受入先保育所の決定とは独立して実施（需要の明確化）。認定証明書   
の交付、認定者の登録管理、待機児童の情報開示を行う。  

※ 保育対象範囲、優先的利用確保の基本的事項は、国が基準を設定。  
※ パートタイム、早朝・夜間の就労、求職者、同居親族 がいる場合も必要1  

を認定。専業主婦家庭にもー定量の一時預かりを保障。  

が有り、保育所が足りな  ただし、「  
」（認可外のあっせん）でも可。   ければ、「その他  

認定を受けた子どもには、公的保  
できる地位を付与。  育を受けること力   

（例外ない公的保育の保障責務、質の  
務、利用支援責務、保育費用の支払義務）  

需要の潜在化（窓口等での潜在化）  

化・多様化したニーズへの対応が困難  

i）保育の必要性の判断基準のあり方  
「保育に欠ける」か否かの判断基準が条例に委ねられており、塩   
育所が足りないと ㈱割こ。  

ii）保育の必要性の判断基準の内容   
盈盟や塵塵屈．、基盤宣だと認められにくい、同居親族がいると認   
められない等。  

○ 認可保育所の質の向上   

職員配置、保育士の養成・研修・処遇等  

仔）利用者が保育所と公的保育契約を締結。  
※ 保育所には、応諾義務（正当理由なく拒んではならない）と、優先受入  
量並（母子家庭、虐待等の優先受入決定）。  

⑤参入は最低基準により客観的に判断。遊星剋を基本としつ   
つ、検討。  

叡 所得 に関らず一定 の質の保育を保障   

必要量に応じた月額単価設定を基本。  
ヒめ公定価格。  

認可 育所の質の向上：財源確保とともに詳細検討  

・保育指針に基づく保育のため、職員配置、保育士の処遇、専門性確保等  
施設長や保育士の研修の制度的保障、ステップアップの仕組み等   



1これからの保育制度のあり方について（続き）  
l新たな保育の仕組み（続き）  

設の質の引上げ  ○ 認可外保育施 ・最低基準への到達に向け、一定水準以上の施設に対して   
一定期間の経過的財政支援  

・小規模サービス類型の創設  

◆ 現行の保育制 

保育施設の質の向上   
約23万人にのぼる子どもが利用。亭り用者の6割は、認可保育所  

と比較の上で、空きがない等の理由で認可外保育施設を利用。  
すづての子どもIこ健やカ、な育ちを支える環境を保障する必要。  

○ 人口減少地域における保育機能の経緯・向上   
現行は「小規模保育所」でも、定員20人以上が必要。一方、  

地域の子ども集団の中での成長を保障する必要性。  

能の維持・向上  
○ 地域の保育機 ・小規模サービス類型の創設  

・多機能型の支援  

2   




